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　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

□　余地あり

・森林資源の成熟に伴い、資源の有効利用と、、持続的な森林
管理にも利用できる路網整備への要望は非常に大きくなってい
る。
・また、搬出間伐や路網の整備を行なうために必要な集約化、境
界の明確化の重要性についても広く認知されてきている。

左記以外のH23年度実績

150

23年度 24年度（見込）

14

□　余地なし

□　余地なし ■　当面余地なし

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・成熟期を迎えつつある森林資源を有効に利用し所有者に利益を還元することは、地域振興や森林所有者の森林
整備意欲を喚起するために重要であるため、林業経営に主眼をおいた団地設定が必要であり、そのためには、路
網整備や境界明確化などの条件整備が欠かすことができない。
・特に路網整備については、低コストで長期間利用できる開設技術の普及が急務となっている。
・国の森林整備加速化・林業再生基金事業が3年延長されたことから、H24からは、林業経営を持続的に行なえる
「林業経営団地」の設置を促進させ、さらなる路網の整備及び境界の明確化を図り搬出間伐の推進する。

特記事項

■　当面余地なし

⑤
事
業
の
課
題

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

県の関与を見直す
余地

■　横ばい □　減少□　増加

事業改善（有効性・
効率性）の余地

□　余地あり

評価区分

期待以上

a・再生団地14団地（127%）を設定し、３年間で135団地(11,756ha)の設定でき
た。
・再生団地内で、作業路開設84,993m（137%）、境界明確化199ha（133%）、

集落林整備1,161m3（106%）を実施した。
・作業路の新規開設及び境界明確化により搬出間伐の増及び係る経費の
削減につながった。

600

7,460

199

（効率指標算出式）
事業費のうち路網開設費用/作業道(路)開設延長

3,081

　集落林整備事業（病害虫防除）を1,161m3実施した。

7,519

84,993 82,000

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価

･平成21～23年度の林業再生団地の設置目標130
団地のうち、23年度に11団地を設定する。
・設定した再生団地内で、平成23年度は作業道開
設62,000m、境界明確化150ha、集落林整備

1,100m3を行う。

22年度

境界明確化(成) ha 626

96,598ｍ

林業再生団地設置数（活） 団地 56③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
路網開設1kmあたり事業費

千円
/km

作業道（路）開設(成)

千円 720,580 639,055 252,647

0.20 0.20

637,403

1,652 1,652

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人

千円

千円 1,663

250,995637,403

千円 718,917 ―

24年度（当初） 23年度事業費の主な内訳

　県下、各地域に将来の地域林業の核となるべき林業再生団地を設定し、一体的、長期的、効率的な林業経営、林業生産活
動を展開するとともに、地域全体への波及を図る。
(平成21～23年度に林業再生団地を130団地（11,000ha)設定する。)

・各地域の林業活動の核となり得る「林業再生団地」を設定し、将来の林業経営に向けた条件整備活動に助成。
・各地域の森林所有者等からなる森林整備協議会の設立や実践活動、森林の境界の明確化への補助。
・林業生産活動の基盤となる長期間利用できる作業路網の整備への補助。
（補助率：【国】10/10（定額））

23年度

・補助金：637,403千円
0.20

千円

E-mail

担
当
課

1,094,603

森林整備加速化・林業再生事業費補助交付要綱、林業再生総合対策事業実施要領

林業再生総合対策事業
(森林整備加速化・林業再生基金活用事業)

国庫･
県単

　林業事業体等へ補助金を交付し実施

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 2-04 部・課13 林務部信州の木振興課09 02

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　森林整備加速化・林業再生基金を活用し、将来の地域林業の核となるべき森林を設定し、持続的な林業経営を実践するた
めの基礎となる、境界の明確化や作業道・作業路等の作業路網の整備、一体的な森林整備などを促進する。

対　象

目指すべき姿

事業内容

　各地域に設定された地域協議会の構成員

国庫補助事業

実施期間

実施方法

事　業　名
内　線 3235

ringyo@pref.nagano.lg.jp

H21 H26 根拠法令等


